別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：労政費
	事業名: 中小企業特別労働相談実施事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　労働企画担当　電話番号：058-272-1111（内2314）

　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：126千円（前年度予算額：126千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　複雑で多様化、高度化する労働相談に対応するため、県が委嘱した弁護士（3名）による特別労働相談を実施。
・毎月1回（原則第4水曜日）、年間12回実施【予約制】
・相談場所：県庁相談室
	２　所要経費


報償費：120千円
旅　費：　6千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


特別労働相談受付件数
Ｈ19：11件　Ｈ20：6件　Ｈ21:3件　Ｈ22：5件　Ｈ23：11件（11月末時点）
	３　これまでの取組に対する評価


　平成18年度から裁判所による労働審判制度が開始されたこともあり、訴訟を前提とした法的側面からのアドバイスを受けたいというニーズがあり、法律、労働問題に関する専門的な知識と経験が必要な相談案件に対応してきた。引き続き専門的知識を有する弁護士を特別相談員として設置し、高度化、複雑化する労働相談に対応する。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源
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